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研究成果の概要（和文）：福島第一原発事故後、放射線の健康影響に関する錯綜した情報、行政・専門家への不信など
を背景に周辺地域住民のメンタルヘルスの悪化が予見されていた。
本研究では史上最大の1986年のチェルノブイリ原発事故を経験したベラルーシ・ウクライナの保健・研究・住民支援の
機関と面談し、情報・資料を収集し、分析した。
その結果、現地では放射能の健康影響より社会心理的不安の重大性が認識されており、放射能汚染地域においても、身
を守るための正しい知識や犠牲者シンドロームなどの無力感に陥らずにメンタルヘルスを維持する指針となる「放射線
文化」を普及させることが重要視されていることが確認された。

研究成果の概要（英文）：Worsening of mental health of the residents of the area affected by Fukushima 
nuclear power plant was predictable due to contradicting information on radiation health effects and 
distrust in public administration and specialists. In this study a number of interviews and discussions 
are conducted with health/research/population support institutions in Belarus and Ukraine which 
experienced aftermath of the Chernobyl catastrophe, the world's worst nuclear accident, in 1986, and 
collected information and materials were then analysed. It became clear that in the affected countries 
specialists recognize larger significance of the social psychological stress in comparison with radiation 
health effects and importance of popularizing so-called "radiation culture" as a guideline for protecting 
population with correct knowledge in radiation polluted areas and for maintaining good mental health by 
avoiding to fall into a status of helplessness such as victim syndrome.

研究分野：社会心理学
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１．研究開始当初の背景 

 

 広範囲の放射能汚染を引き起こした 2011

年３月の福島第一原子力発電所事故後、周辺

住民だけでなく東日本の広いエリアの住民

の間で様々な健康影響に対する不安が増大

していた。放射線の影響に関しては、原子力

発電への賛成・反対を含め様々な立場から時

として大きく矛盾する大量の情報がマスコ

ミ・インターネットに氾濫していた。健康影

響への不安を理由に行政によって定められ

た避難指定区域以外からも福島県外へ移住

する住民も多く、福島県外においても放射線

の影響を懸念して不安な精神状態に陥る住

民は多かった。さらには行政の対応への不信、

福島県産の農産物に対する風評被害、医療・

放射線物理などの専門家への不信も広がっ

ていた。それらの不安にどう対処して行くか

は、今後の周辺住民の心身の健康にとってき

わめて重要な意義をもつ問題であった。１９

８６年のチェルノブイリ原子力発電所事故

後、ウクライナ、ベラルーシ、ロシア連邦の

周辺住民は、放射能汚染状況や健康影響にか

んする正しい情報の欠如、行政・医療・専門

家への不信などという２０１１年当時の福

島原発事故の周辺住民が抱えていた状況に

酷似した環境に直面しており、また避難移住

による環境の変化への不適応や被災地域住

民の社会心理的ストレスも顕在化した。しか

し史上最悪と言われているチェルノブイリ

原発事故後でさえ、被災地域住民において甲

状腺がん以外の疾患および遺伝的影響が増

加しているという科学的エビデンスは証明

されていない。WHO, IAEA, UNSCEARな

どの国際機関が中心となって開かれたチェ

ルノブイリ・フォーラムのサマリー・レポー

ト（２００６年発行）では、放射線被ばくに

よる直接的な健康影響よりも社会的および

心理的な不安への懸念が表明され、汚染地域

住民の犠牲者意識と自力で自信の健康の問

題や地域の問題を解決できない無力感を、地

域の自立復興を妨げる最大の問題として指

摘している。 

 長崎大学では、１９９１年よりチェルノブ

イリ周辺地域において現地医療・研究機関と

共同で健康影響調査・医療支援・疫学的研究

を現在まで継続的にすすめており、メンタル

ヘルス評価も含む多くの科学的知見を得て

いる。 

 また、福島原発事故以来、長崎大学は放射

線緊急医療チームや放射線リスクコミュニ

ケーションの専門家を福島県に派遣し、住民

の安全・安心を担保するべく尽力してきた。

本研究分担者である高村は、事故直後から福

島県の放射線健康リスク管理アドバイザー

に任命され、行政への提言活動と平行し様々

なレベルの市民に対し福島県内における放

射線の健康リスクの現状について直接説明

する活動を継続している。 

 さらに、長崎大学は平成２０年度よりベラ

ルーシの首都ミンスクに研究拠点を設置し、

ベラルーシ・ウクライナ・ロシア連邦の研究

機関とのスムーズな共同研究の推進に貢献

しており、研究代表者はその研究拠点の代表

代行として、現地の公用語であるロシア語で

直接現地の研究者とのコーディネート活動

を行ってきた。 

 

２．研究の目的 

 

 福島第一原発事故で環境中に放出された

放射性物質による環境汚染がもたらす健康

影響の可能性が重大な社会問題となってい

る福島および日本の状況において、その問題

に関する不安をもつ地域住民のメンタルヘ

ルスへのきめ細かいケアが必要である。チェ

ルノブイリ原発事故後、周辺国で取られた対

策とその効果を分析することにより、福島原

発事故による放射能の健康影響に対する不

安解消のガイドラインを示すことを目的と



する。 

 

３．研究の方法 

 

 当初の計画では、チェルノブイリ原発事故

後の周辺住民のメンタルヘルス・心理的不安

をテーマとする論文を収集し、内容のメタ分

析を行う予定であったが、ウクライナ・ベラ

ルーシではメンタルヘルスに関してはGHQな

ど国際的に広く用いられる質問票を用いた

調査がほとんどなく、メタ分析を行うための

データ不足が決定的であった。そのため、現

地の社会心理的影響を専門とする研究者と

協議しながら、福島の住民のメンタルヘルス

の改善に役立つと思われる文献を収集・翻訳

し、その情報の中から今日の福島原発後の被

災地域の住民のメンタルヘルス改善に寄与

する資料提供をすることとなった。 

 研究代表者高橋は、ベラルーシにおいて

BORBIC(ベラルーシ＝ロシア情報センター)、

国立放射線医学人間環境臨床研究センター、

国立母子保健臨床研究センター、ゴメリ州衛

生疫学公衆衛生センター、ゴメリ国立医科大

学、ゴメリ看護専門学校、ブラーギン郡中央

病院、ブラーギン郡衛生保健センター、ホイ

ニキ郡中央病院、ベラルーシ国立医科大学等

の保健医療および情報関連機関、また元ベラ

ルーシ＝オランダ情報センター長、元ファミ

リー・ヘルス・プロジェクト・リーダーと面

談し、ウクライナにおいては、医学アカデミ

ー放射線医学研究センター、内分泌代謝研究

所、ジトーミル州立広域診断センター、社会

心理リハビリテーション・センター、コロス

テン市中央病院、科学アカデミー社会学研究

所、技術アカデミー放射線防護研究所などと

面談し、資料収集・情報収集を行った。 

 そこで収集された情報は、長崎大学の福島

県川内村復興支援拠点を統括する共同研究

者高村と共有された。長崎大学川内村復興支

援拠点は福島県で最初に帰村宣言をした川

内村に設置され、環境放射能、食材中の放射

能、外部・内部被ばく量などのモニタリン

グ・分析を継続的に行いつつ、常駐の保健師

が住民と密にコミュニケーションをとる中

で、放射線に関する情報、放射線から身を守

る方法、帰還初期の段階での健康維持のため

の情報などを提供しながら、放射線などの不

安を解消するための集団・個別の相談に応じ

るという機能をもたされている。 

 ベラルーシ・ウクライナから提供された情

報はこの復興支援拠点の機能を支えるため

の裏付け情報となりえた。 

 

４．研究成果 

  

 ベラルーシ・ウクライナにおいて数多くの

保健・研究・住民支援等の機関と面談し情報

を収集した結果、明らかになったことは： 

１） 多くの機関が、放射能の健康影響が限定

されたものであることを認識し、それ以

上に社会心理的不安の影響を問題視し、

その解決対策を重要視していたこと。 

２） 放射能によって軽度に汚染された土地

であっても、住民に身を守るための情報

を提供し、正しく動機付けすれば、健康

な生活を送れるという認識が定着して

いること。 

３） 一方で、放射能汚染の歴史が風化し、汚

染地域にいながらも、放射能から身を守

ることに関して無関心になりがちな傾

向も問題視され、その解消にも対策が講

じられていること。 

４） 被災地域の再生・復興は喫緊の社会的課

題であり、その障害となるいくつかの住

民の心理的症状の解決が問題とされて

いること。それらは、住民自身が無力感

に陥っている犠牲者シンドローム、行政

からの支援・手当に依存する社会的排除

感シンドローム、移住先での環境への不

適応に悩む避難・移住シンドローム、自



身の健康がチェルノブイリ事故で後戻

りできない影響を受けたと思いこむ「失

われた健康」シンドロームなどである。 

５） 上記の問題を解決するために必要な知

識・認識をまとめたものを「放射線文化」

と位置づけ、特に若者世代を中心にその

普及が促進されている。 

６） 様々な問題解決のための情報提供に際

しては、「誰が」「なにを」「誰のために」

「なんのために」「どのように」伝える

かに注意を払い、住民または対象者とす

る専門家集団（ジャーナリスト、教員、

保健師など）が意欲をもって情報を理解

し、信頼するための対策を講じているこ

と。 

 

以下に研究代表者高橋が行ったチェルノ

ブイリ事故後の社会心理不安の解消の経験

を日本に還元するための実績内容を記す。 

①文科省委託「チェルノブイリ事故の健康

影響に関する調査」計画・評価委員会にオブ

ザーバーとして参加し（共同研究者高村は調

査委員として）、現地調査に二度参加した

（H25 年）。この調査は、チェルノブイリ事故

後の放射線による疾患の明らかな増加は、小

児甲状腺がんに限定するとする国際的に認

められている健康影響以外にも、放射線影響

により疾患増加が生じているとする、ロシ

ア・ベラルーシ・ウクライナの被災３国で発

表された様々な報告を調査し、また当該報告

書の著者や当該国の研究調査機関も訪問し、

分析・評価を行うことを目的としていた。 

この調査で扱ったテーマは主に身体的健

康に関する論文であったが、小児甲状腺がん

以外の疾患も放射線影響で増加したとする

多くの報告は、対象者の線量評価、交絡因子

の排除などの疫学的アプローチが弱い科学

的根拠を欠いているものであったという結

論を導き出せる成果を得た。 

錯綜する情報に惑わされ、不安を増加させ

る福島原発周辺地域の住民が多い中、放射線

影響を過大に評価する傾向の情報源の不備

な点を科学的に明らかにし広く知らしめる

ことは重要である。 

②日本放射線看護学会の代表団のベラル

ーシ視察の現地組織を担当した（H24 年）。現

地を訪問した専門家からはチェルノブイリ

被災地域の経験を詳細に聞きとることがで

きたことに高い評価を得た。 

③「放射能汚染地域で暮らすあなたが知っ

ておくべきこと」「放射能の ABC」「野生のキ

ノコとベリーの採取について」「チェルノブ

イリ Pro&Contra」等の放射能汚染地域で暮ら

す住民のためのブックレットを翻訳し、放射

線看護学会および長崎大学川内村復興支援

拠点と共有。 

④福島医大における災害医療セミナーに

おいてゴメリ医科大学公衆衛生科タマー

ラ・シャルシャコーワ教授およびベラルーシ

医科大学放射線医学科アラム・アヴェティー

ソフ准教授の講演を通訳し、チェルノブイリ

事故後の放射能汚染への対策の取り組みお

よび「放射線文化」創造・定着の活動につい

て伝えた。 

⑤福島大学における原子力災害の心理的

影響を考える国際セミナーにおいて、ウクラ

イナ社会学研究所、ロシア危機管理研究所な

どの講師を通訳し、チェルノブイリ事故後の

被災地域の社会心理的状況およびその対策

について伝えた。 

⑥共同研究者高村の著作「放射線・放射性

物質 Q&A ①～③巻」のためにベラルーシ・

ウクライナから収集した情報・資料を提供し

た。 
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